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県立延岡病院他建物劣化状況調査等業務仕様書

Ⅰ 業務概要

１ 業 務 名： 県立延岡病院他建物劣化状況調査等業務

２ 対象建物： 県立延岡病院及び県立日南病院の敷地内にある建物 （別添資料１参照）

３ 業務目的： 本業務は、対象建物の現況調査を行い、これを基に対象建物の劣化状況等調査

を実施し、その結果を踏まえて、対象建物の長寿命化と対象施設の保全費用の平

準化を図る30年間の長期保全計画を策定することを目的とする。

４ 委託期間： 契約締結日から平成31年３月15日まで

Ⅱ 業務仕様

１ 一般事項

(１)共通仕様書の適用

本業務仕様書（以下､｢仕様書｣という。）に記載されていない事項は、国土交通省大臣官

房官庁営繕部監修の建築保全業務共通仕様書（平成25年版）（以下､｢共仕｣という。）による。

また、仕様書及び共仕に定めがない事項は、監督職員と協議する。

(２)用語の定義

①現況調査

現況調査とは、財産台帳や工事完成図面等を用いて、対象建物の基本情報、各部位の仕

上げや設備機器等（以下､｢各部位｣という。）の仕様、改修及び更新の履歴を調査し、整

理するものである。

②劣化状況等調査

劣化状況等調査とは、長期保全計画に反映する各部位を現地で調査し、劣化の程度を劣

化度と危険度で評価し、これらを基に改修・更新の時期の緊急度を評価して整理するもの

である。

③長期保全計画の策定

長期保全計画の策定とは、劣化状況等調査の結果を基に、対象建物の長寿命化と保全費

用の平準化を図るための30年間の保全計画を策定するものである。

④監督職員

監督職員とは、契約の履行に関し発注者の指定する職員であり、受注者に対する指示、

承諾又は協議、進捗状況の確認及び履行状況の監督を行う者である。

⑤施設管理者

施設管理者とは、対象施設において、施設の維持管理を行う者である。



⑥施設利用者

施設利用者とは、対象施設を利用する一般県民、施設を運営する全ての病院職員のこと

いう。

(３)守秘義務

契約書に規定されるとおり、本業務の実施過程で知り得た秘密を他に漏洩してはならな

い。

(４)再委託の禁止

契約書に規定されるとおり、本業務を第三者に再委託してはならない。

ただし、予め、書面により発注者の承諾を受けた場合は、この限りでない。

(５)保険の加入

受注者は、本業務を行うに際し、次の保険を付さなければならない。

・労働者災害補償保険

・第三者損害賠償保険

(６)成果物等の情報の適正な管理

次に掲げる措置その他必要となる措置を講じ、契約書の秘密の保持等の規定を遵守の上、

成果物等の情報を適正に管理する。

なお、発注者は措置の実施状況について報告を求めることができる。

また、不十分であると認められる場合には、是正を求めることができるものとする。

(ｱ) 発注者の承諾無く、成果物等の情報を業務の履行に関係しない第三者に閲覧させる、

提供するなど（ホームページへの掲載、書籍への寄稿等を含む）しない。

(ｲ) 成果物等の情報の送信又は運搬は、業務の履行のために必要な場合のほかは、発注者

が必要と認めた場合に限る。

また、必要となる情報漏洩防止を図るため、電子データによる送信又は運搬に当たっ

てのパスワードによる保護、情報の暗号化等必要となる措置を講ずる。

(ｳ) 貸与品等の情報については、業務の履行に必要な範囲に限り使用するものとし、貸与

資料は、業務終了後、速やかに返却する。

また、複製等については、適切な方法により消去又は廃棄する。

２ 業務の実施

(１)業務の内容

・現況調査の実施

・劣化状況等調査

・長期保全計画の策定

(２)受注者の負担の範囲

調査に必要な工具、計測機器等は受注者が負担する。

その他費用負担が不明確なものがある場合は、事前に監督職員に確認する。

(３)提出書類

次の書類を作成し、定められた期日までに監督職員の承諾を得る。

書式の指定が無いものにあっては、任意書式でよい。



①業務計画書（作業着手前までに提出。）

・実施体制

・全体工程表 （対象施設ごとの調査日程を含む） 【 別記様式１ 】

・業務責任者届 【 別記様式２ 】

・業務担当者一覧表 （業務担当者が有する資格） 【 別記様式３ 】

・緊急対応連絡表

②作業計画書（全体工程表作成後、対象施設ごとに提出。） 【 別記様式４ 】

・調査対象 （施設名及び対象建物名）

・実施日時 （対象建物毎の調査実施日時）

・調査を実施する業務担当者氏名

③監督職員等との打合せ記録簿：(打合せ実施後、速やかに記録を作成して提出。）

打合せは次の時期に行う。

(ｱ) 業務着手時

(ｲ) 監督職員が必要と認めた時

(ｳ) 施設管理者との打合せ時

(ｴ) その他（ ）

(４)成果物

①成果物等

成果物：対象建物ごとに次の内容を盛り込んだ業務報告書を作成する。

(ｱ) 建物基本情報一覧表

(ｲ) 各部材一覧表

(ｳ) 各部材改修・更新履歴一覧表

(ｴ) 機器個別表 【 別記様式５ 】

(ｵ) 各部材劣化状況等評価一覧表

(ｶ) 調査困難箇所報告書 【 別記様式６ 】

(ｷ) 劣化状況等調査用図面

(ｸ) 設備・機器配置図

(ｹ) 劣化状況写真

(ｺ) 部位情報データ作成用シート （ 別添資料２ ）

(ｻ) 各部材改修・更新周期（案）一覧表

(ｼ) 各部材改修・更新単価（案）一覧表

(ｽ) 長期保全計画（案） ※ 30年間

・ 上記(ｲ)～(ｳ)、(ｵ)、(ｻ)、(ｼ)については、同一シートの一覧表として作成する。

・ 報告書はＡ４サイズに整理する。（図面関係はＡ３サイズの三つ折りとする。）

・ 電子データをＤＶＤ等に収録し提出する。なお、収録するデータ形式は、エクセル

形式及びＰＤＦ形式とする。

・ 成果物の電子納品に当たっては、契約書別記２ 情報セキュリティ関連業務特記事

項を遵守の上、ウィルス対策を実施した上で提出するものとする。

・ 業務報告書の作成に当たっては、別添の様式のほか、「国の機関の建築物の点検・

確認ガイドライン（平成29年版）」を参照する。

②提出形式及び部数

・業務報告書【総括】（県立日南病院及び県立延岡病院関連分）

・業務報告書【日南】（県立日南病院関連分）

・業務報告書【延岡】（県立延岡病院関連分）

上記、業務報告書を「紙ベース」及び「電子データ（ＤＶＤ等）」により、各１部。



(５)貸与資料

①資料（紙ベース）の閲覧

次の資料は各施設において、必要に応じて閲覧する。

(ｱ)台帳

・財産台帳

・工事台帳

(ｲ) 図面類

・工事完成図

・工事完成図書

(ｳ) 保守点検委託記録 (各施設にて委託しているものに限る)

・自家用電気工作物点検結果報告書

・消防設備点検結果報告書

・昇降機設備保守点検記録

・浄化槽点検報告書（法定検査結果書）

・地下式オイルタンク点検結果報告書

・貯水槽清掃記録

・グリーストラップ、中継ポンプ層、浄化槽、排水貯留槽清掃記録

・自動ドア機器保守点検

・空調機器保守点検清掃

・ボイラー機器保守点検

・井水及びプール等のろ過設備点検清掃

②資料（電子データ）の閲覧

建築物のＣＡＤデータ等、必要な資料がある場合は、監督職員と協議する。

(６)業務責任者

① 業務の実施に先立ち、業務責任者を選任し、次の事項について業務責任者届をもって監

督職員に通知する。

なお、業務責任者は、業務担当者を兼ねることができる。

・氏名 ・生年月日 ・所有資格 ・実務経験年数

② 業務責任者は、下記に示す業務を行うものとする。

(ｱ) 業務全体の総括、進捗管理

(ｲ) 監督職員との連絡、報告、調整

(ｳ) 業務担当者の指導、調整

(ｴ) 成果物内容の照査

③ 業務責任者の資格要件

業務責任者の資格要件は次による。

・一級建築士（建築士法第２条第２項に定める資格を有する者）

(７)業務担当者

① 業務の実施に先立ち、業務担当者に関する次の事項について、業務担当者一覧表をもっ

て監督職員に通知する。

また、業務担当者に変更があった場合も同様とする。

・氏名 ・生年月日 ・所有資格 ・実務経験年数



② 業務担当者は、下記に示す業務を行うものとする。

(ｱ) 建築物の調査点検

(ｲ) 成果物の作成

③ 業務担当者の資格要件

業務担当者の資格要件は次による。

・一級建築士（建築士法第２条第２項に定める資格を有する者）

・二級建築士（建築士法第２条第３項に定める資格を有する者）

・建築設備士（建築士法第２条第５項に定める資格を有する者）

上記以外の資格を必要とする場合は、監督職員と協議する。

(８)調査日程の管理

① 調査実施日は監督職員と協議の上、決定する。施設管理者との日程調整は受注者が行う

ものとし、それに先立ちⅡ２(３)②の作業計画書を監督職員に提出する。

② 建物調査の実施時間帯は、下記時間帯を基本とするが、施設の実情に応じて調整する。

・平日（月曜日～金曜日（祝祭日を除く）） ９時００分～１７時００分

(９)調査における留意事項

調査に当たっては、次の点に留意する。

① 施設利用者優先

施設利用者や施設管理者の都合を最優先とし、会議や行事等で入室できない部屋は調

査の時間帯をずらす等、調整を図る。

② プライバシーの保護

施設利用者のプライバシーに配慮し、特に写真を撮影する際は注意する。施設利用者

や利用者の車両を撮影しないようにすることが望ましい。

施設によっては施設利用者との接触を避けなければならない場合もあるため、調査開

始前に施設管理者に確認する。

③ 調査実施中の表示

調査時は、調査業務実施中であることが判別可能な表示を名札や腕章等で行う。

(10)現況調査の実施

①建物基本情報の確認

対象施設の財産台帳及び工事台帳を用いて、対象建物毎に建築物や建築設備の概要等を

確認し、一覧表を作成する。

②各部位の工事履歴（時期・内容）の確認

工事台帳、工事完成図、工事完成図書等を用いて、対象建物の各部位の仕様、各部位の

新設、増設、更新及び改修の履歴を確認し、一覧表を作成する。

③長期保全計画に反映させる各部位の選定等

上記②で作成した一覧表を用い、各部位の中から長期保全計画に反映させるものを選定

し、監督員と協議して決定する。

また、選定した各部位における設備は機器個別表（別記様式６）を作成する。



(11)劣化状況等調査の実施

①調査用図面の作成

Ⅱ２(10)③で決定した各部位について、Ⅱ２(10)②で使用した工事完成図等を用いて

劣化状況等調査用図面（以下、「調査用図面」という。）を作成する。

②劣化状況等調査の方法及び実施

・ 調査に当たっては宮崎県県土整備部営繕課の「宮崎県県有建物保全マニュアル（抜

粋 ）」を参照し、目視・打診・作動確認等により実施する。（別添資料３参照）

・ 劣化状況等調査は原則として目視によるものとし、外壁面等はそれに加え打診調査を

行うものとする。

・ 日常点検及び法定点検結果等の記録がある場合は、記録の確認を行い、必要に応じて

建物の不具合等について施設管理者及びメーカー等に聞き取り調査を実施し、報告書に

反映する。

・ 排煙窓、照明器具、換気扇等を調査対象とする場合は作動状況を確認する。

・ 防火戸、防火シャッター、防煙垂壁で煙（熱）感知器連動閉鎖機構を調査対象とする

場合は、感知器連動の作動を確認するものとする。

なお、１年以内に同様の作動確認点検が行われている場合には、当該定期点検により

行われたものとみなして、作動点検を省略できるものとする。この場合、作動確認点検

記録の内容を劣化状況調査チェックシート（任意書式）に記載する。

・ 調査に使用する器材については、脚立、巻尺、下げ振り、クラックスケール、テスト

ハンマー、双眼鏡、カメラ、鏡、懐中電灯程度とし、調査業務にふさわしい規格のもの

を用意すること。

・ 高所調査の際は安全帯やヘルメットを着用する。また、調査のための足場の架設やゴ

ンドラの使用等は行わないものとする。

・ 調査に当たっては可能な限り近接して確認する。近接することが困難な箇所について

は、双眼鏡等を使用し確認する。

・ 酸欠のおそれのある地下部分など調査に危険を伴う場合は、安全な方法で実施する。

危険を避けるために特殊な点検方法しかない場合には、省略することができるものと

するが、その旨を「調査困難箇所報告書」に記載する。

・ 外壁面の調査において、外壁仕上材等の落下による危険性がある場所で打診調査が困

難な箇所（範囲）がある場合は、その旨を調査用図面に記入するとともに、「調査困難

箇所報告書」に記載する。

・ 現況調査と現地で各部材の仕様や位置等が異なる場合は、現地に合うよう調査用図面

等を修正し、劣化状況等調査を実施する。

・ 調査箇所の鍵を施設管理者より貸与された場合は、鍵の個数、種類を記録し、確実に

返却する。

③ 劣化状況等の記録・評価

劣化の内容を調査用図面に記入するとともに、劣化の程度を下記④の評価基準により評

価して調査用図面に記入する。

また、劣化状況等の評価結果を各部材の一覧表に追記する。

④ 劣化状況等の評価基準

各部材の劣化状況等は、次の基準により評価する。

(ｱ) 劣化度：不具合箇所の劣化度はａ～ｄの４段階

ａ：良好

ｂ：ｄに近づくほど劣化の度合いが高い

ｃ：概ね３年以内の修繕・改修が望まれるもの。

ｄ：概ね５年以内の修繕・改修が必要となってくるもの。



(ｲ) 危険度：不具合等の危険度

ａ：危険性のないもの。

ｂ：概ね２年以内の修繕・改修が望まれるもの。

ｃ：概ね３年以内の修繕・改修が望まれるもの。

ｄ：概ね５年以内の修繕・改修が必要となってくるもの。

(ｳ) 緊急度：不具合等の箇所に必要な修繕等の緊急性分類

ａ：緊急性はなく、概ね法定耐用年数等による対応でよいもの。

ｂ：緊急性は低く、経過観察でよいもの。

ｃ：劣化度・危険度の状況から概ね３年以内に対応が望まれるもの。

ｄ：劣化度・危険度の状況から早急（できるだけ早い）な対応が必要なもの。

⑤ 劣化状況等調査報告書の作成

対象建物毎に、建物基本情報、各部材・劣化状況等評価の一覧表及び調査用図面を整理

し、劣化状況等報告書を作成する。

⑥ ｢部位情報データ作成用シート｣の作成

部位情報データ作成用シートに必要事項を記入したシートを作成する。

なお、部位情報データ作成シートの電子データ(Excel)及び記載例は、提供する。

(12)長期保全計画の策定

①各部位の改修及び更新周期等の検討

各部位の改修及び更新の設定周期(年)、単価(税抜き)、時期及び優先順位を検討する。

なお、新たな技術により省エネルギー効果や維持管理コスト縮減効果が見込まれる場合

は、改修及び更新の内容の見直しを検討する。

②各部位の数量の算定

各部位の数量を、工事完成図、設計内訳書等を用いて算定する。

なお、屋根面や外壁面、空調設備等の数量については、次のように算定する。

(ｱ) 増築(増設)がある場合は、建設(設置)区分毎に数量を算定する。

(ｲ) 年次計画での改修を想定し、改修効率の良い工区に分けて数量を算定する。

③長期保全計画案の策定

上記①の検討結果及び上記②の算定結果を基に対象建物の長寿命化と保全費用の平準化

を図る30年間の長期保全計画案を策定する。

(13)業務の報告

① 業務の報告は打合せ記録により行うものとするが、緊急性のあるものは適宜口頭にて監

督職員に報告する。特に、施設利用者がけがをするおそれがある箇所など、直ちに施設利

用を停止しなければならない状況を発見した場合は直ちに監督職員と施設管理者に報告す

る。

② Ⅱ２(４)に規定する成果物を提出する前に監督職員の確認を受け、修正指示があった場

合は修正を行う。

(14)劣化状況等調査の範囲

① 調査箇所は、調査対象建物各棟の外部及び内部とする。



② 医療機器及び什器備品は調査範囲に含まれない。

(15)調査の省略

① 共仕第２編１.１.８点検が省略できる部分に記載されている内容については、調査を省

略することができる。

また、共仕第２編1.1.8に記載されている点検を省略できる部分以外に、次の箇所は点

検を省略することができる。ただし、(ｱ)においては双眼鏡等による調査をできるだけ実

施する。

(ｱ) 調査に際して、著しい危険を伴い身体を損傷する可能性が高い箇所

(例)タラップが設置されていない建物の屋根(平屋等の容易に登れる場合を除く)

(ｲ) 施設管理者が入室を禁止した部屋

② 共仕第２編１.１.８に記載されている点検を省略できる部分以外に、点検が困難であっ

た箇所については、「調査困難箇所報告書」により報告する。

(16)業務の検査

① 受注者は、契約書に基づき、その支払いに係る請求を行うときは次の書類を用意し、発

注者の指定した者が行う業務の検査を受けるものとする。

(ｱ) 契約図書

(ｲ) 提出書類

(ｳ) 成果物

② 検査の結果、調査の不備が発覚した場合（前回調査のフォローアップが不足している、

部材劣化度の判定がされていないなど）は、発注者は受注者に対して追加調査を求めるこ

とができる。

(17)その他

業務実施において疑義が生じた場合などは、監督職員に報告･協議する。



○ 建物の概況

1 建物名称：県立延岡病院 宮崎県延岡市新小路２－１－１０

名  称
構  造 延面積［㎡］

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
＋鉄骨造
＋鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
地下１階
地上７階

構  造 延面積［㎡］
鉄骨鉄筋コンクリート造
＋鉄骨造
地上７階

BF

1F

2F

3F

4F
5F
6F

7F
構  造 延面積［㎡］

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
地上３階

構  造 延面積［㎡］
鉄骨造
地上２階

（ 別添資料１ ）

神経内科、外科、神経内科、精神科）、院長室、
医局、看護科、事務室（総務課）等

概  況
取得(竣工)年月日

平成7年10月30日
（１期工事）

19,615.62

調査対象建物の主な用途

受付、会計（医事課）、薬剤科
臨床検査科、会議室、ｶﾙﾃ室、更衣室、当直室、
図書室、病歴管理室等、
外来診療部門（歯科口腔外科、産婦人科、耳鼻
咽喉科、小児科、皮膚科、脳神経外科、眼科、

取得(竣工)年月日

調査対象建物の主な用途
救命救急ｾﾝﾀｰ（１F、２F）、電気室等（３F）

手術室、中央材料室、ICU・CCU［4床］、

取得(竣工)年月日

平成 9年 7月30日
（２期工事）

10,755.08

放射線治療部門、厨房、解剖室、霊安室、
中央監視室、電気室、機械室等
放射線診療部門、ｻﾌﾟﾗｲｾﾝﾀｰ、ﾍﾞｯﾄﾞｾﾝﾀｰ、ﾚｽﾄﾗﾝ等、
外来診療部門（内科、心臓血管外科、放射線科、
外科、整形外科、救急部門、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ室）

取得(竣工)年月日

調査対象建物の主な用途
ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ他（１F）、ｴｺｰｾﾝﾀｰ（２F）

泌尿器科 76床
NICU［10床］、小児科、産婦人科、内科 90床
内科、循環器内科、心臓血管外科 100床
整形外科、耳鼻咽喉科、歯科口腔外科、内科、
皮膚科 96床

西病棟
中央診療棟

（１期工事）

東病棟
外来診療棟

薬剤・管理部門
（第２期工事）

外科 98床

平成25年 3月20日 2,475.24

平成27年 3月26日 292.48

HCU［12床］、救急［16床］、脳神経外科、



名  称
構  造 延面積［㎡］

非木造 156.16

構  造 延面積［㎡］
非木造 765.03

構  造 延面積［㎡］
木造 3.61

構  造 延面積［㎡］
非木造 198

構  造 延面積［㎡］
非木造 109.3

構  造 延面積［㎡］
鉄骨造 21.6

構  造 延面積［㎡］
鉄骨造平屋 28.03

ｼｪﾙﾀｰ
取得(竣工)年月日

災害備蓄倉庫

取得(竣工)年月日

平成17年3月13日
調査対象建物の主な用途

その他

平成17年3月13日
調査対象建物の主な用途

CE置場、車庫
取得(竣工)年月日
平成17年3月13日

調査対象建物の主な用途
1F 医事課倉庫、ｻﾌﾟﾗｲｾﾝﾀｰ事務室、X線ﾌｨﾙﾑ保管庫、

取得(竣工)年月日

調査対象建物の主な用途
機材保管庫（丈夫災害用地下水浄化ｼｽﾃﾑ）

駐輪場

概  況

取得(竣工)年月日
平成17年3月13日

調査対象建物の主な用途
駐輪場
取得(竣工)年月日
平成17年3月13日

平成17年3月13日
調査対象建物の主な用途

取得(竣工)年月日
平成17年3月13日

調査対象建物の主な用途
病児等保育施設



2 建物名称：県立日南病院 宮崎県日南市木山１－９－５

名  称
構  造 延面積［㎡］

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
地下１階
地上６階

BF

1F

2F

3F

4F

5F

6F

構  造 延面積［㎡］
非木造 25.82

構  造 延面積［㎡］
平成 9年11月30日 非木造 539.06

構  造 延面積［㎡］
木造 241.17

構  造 延面積［㎡］
非木造 241.17

取得(竣工)年月日

調査対象建物の主な用途

その他 平成 9年11月30日
取得(竣工)年月日

平成17年3月13日

災害備蓄倉庫

調査対象建物の主な用途

車庫棟、ﾏﾆﾎｰﾙﾄﾞ室、浄化槽、ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ庫、
除鉄装置機械室、自転車置場、ﾎﾟﾝﾌﾟ室

倉庫、機械室

東屋

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ室、ﾚｽﾄﾗﾝ、厨房、中央監視室

当直室、外来診療部門（小児科、耳鼻咽喉科、眼科、

放射線科 100床

調査対象建物の主な用途

調査対象建物の主な用途

取得(竣工)年月日

救急、外科 36床
NICU［10床］、内科、産婦人科、血液内科、小児科、
泌尿器科 98床
整形外科、眼科、皮膚科、外科、脳神経外科、

取得(竣工)年月日
平成25年3月13日

概  況

外来診療棟・病棟

循環器内科、耳鼻咽喉科、内科 100床
倉庫、機械室

取得(竣工)年月日

調査対象建物の主な用途
ｻﾌﾟﾗｲｾﾝﾀｰ、ﾍﾞｯﾄﾞｾﾝﾀｰ、解剖室、霊安室、
電気室、機械室
受付、会計、薬剤科、救急部門、放射線部門

手術室、中央材料室、人間ﾄﾞｯｸ、ICU・CCU［4床］、
泌尿器科、皮膚科、産婦人科）

平成 9年11月30日 22,849.32

院長室、医局、看護科、中央ｶﾙﾃ室、図書室、更衣室、
整形外科、放射線科、精神科）
外来診療部門（内科、神経内科、外科、脳神経外科、



部位情報データ作成用シート
　オレンジに色付けした行のみ入力してください。
　・建物番号については、"建物一覧"シートの"建物番号"（A列）の値を入力して下さい。（"施設名"（B列）、"建物名"（C列）、"建物̲資産管理番号"（E列）に該当の建物情報が自動で表示されます。）
　・部位番号については、"部位別基本情報"シートの"部位番号"（V列）の数値（例：1-1-1）を入力して下さい。（"部位大分類"（F列）、"部位中分類"（G列）、"部位仕様名"（Ｈ列）に該当の部位情報が自動で表示されます。）

建物番号 施設名 建物名 建物̲資産管理番号 部位番号 部位大分類名 部位中分類名 部位仕様名 枝番 設置場所 詳細仕様 数量名 数量 単位 取得金額
(円)

実績工事
費（円）

設置更新
年月

設定更新
周期(年)

（別添資料２）
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－表紙使用写真－ 
〔左から順に〕 

県庁本館        県立産業技術専門校 

県立芸術劇場      県営野球場 



 

ま え が き 

 
 

県有建物は、県民共有の財産です 

 

台風や地震などで人々が危険にさらされたときに利用される避難施設、 

未来を担う子どもたちが創造性と心の豊かさをはぐくむ教育施設、 

人々に楽しさや感動をもたらす文化施設、 

地域住民がふれあい、交流を深める地域交流施設、 ・・・・・ 

このように、公共の建物は、人々の感性や創造性をはぐくみ、安心して暮らしを営む 

うえで不可欠なものです。 

 

保全に関わる全ての者は、これらのことを深く理解して、建物が県民に 

永く親しまれ、利用されるよう、保全に努めることが求められています。 

 

 

建物は歳をとります 

建物も、人間と同じように、時間の流れに沿って歳をとっていきます。 

建物が完成して間もない頃は、建物も若々しく、故障したり壊れたりすることはあま 

りありません。しかし、急に風邪をひくこともあれば、何の手入れもしないで、放置す 

ることにより、建物は急速に老化して、健康を害し、その寿命を縮めてしまいます。 

そうなってからでは、もはや、手のつけようがありません。 

 

放置すれば、費用がかさむだけでなく、思わぬ事故にもつながります 

建物の修繕は、病気の治療と同じです。問題点の早期発見・早期治療を心がければ、 

治療費も少なくて済みます。放置しておくと、建物の傷みが広範囲に広がってしまい多 

大な修繕費が必要になったり、機能が停止してしまったり、思わぬ事故が起こってしまうなど 

といった危険性も増してきます。 

また、建物は適切な時期に適切な手入れを計画的に行うことによって、永く快適に利 

用できるのは言うまでもありませんが、その日々の積み重ねは、建物の寿命を延ばし、 

修繕費を抑え、結果として費用節減につながります。 

 

建物にも健康診断が必要です 

建物も人間同様、いつまでも若々しく健やかであるためには、日頃の手入れやちょっ 

とした気遣いの積み重ねが大変重要です。 

適切な「建物の保全」を行い、建物が永く利用されるよう努めていきましょう。 
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本マニュアルの作成に先立ち、平成１７年１０月に県有建物を所管する施設所管課や、実際に 

建物の維持管理を行う施設管理者の方々を対象として、保全業務に関するアンケート調査を実施 
しました。 

本マニュアルは、その中で問題点として多く取り上げられた「技術的知識(保全知識)の不足」 
や「突発的に発生した故障等への対応」に対して、これを支援するものであり、施設管理者が 
適切な保全業務を行うための手元資料として活用していただくことを目的に作成しました。 

 
本マニュアルは、以下の内容で構成されています。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

このマニュアルを参考に、特に次の３つの事項の確認と実施をお願いします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保全業務のあらまし 
建物の保全業務のあらましと建物を保全するため

の体制づくり、点検を実施する目的や保全記録につ

いて簡単に記しています。 

日常の保守・点検のポイント 施設管理者が日常点検や保全点検等を行うときの 

ポイントをわかりやすく記しています。 

 施設管理者が自主的に行う保全点検や、大雨・台

風、地震後の非常時に行う緊急点検、また、法令点

検のうち建築基準法に基づく定期点検のチェックシ

ートを添付しています。 

法定点検一覧表、建物を構成する部材や設備機器

等の標準的な更新周期表、保全業務を行う体制等一

覧表と保全に必要な書類等一覧表の作成例、保全業

務に関する専門用語の解説などを記しています。 

参 考 資 料 

 

施設管理者は、保全業務の内容

や、これを実施するための体制

を再度確認してください。 

 

日常点検や保全点検を実施し、

今後の保全に活用できるよう、

点検結果の記録を大切に保管

してください。 

 

保全のための資料や記録の内

容を再確認し、いつでも活用で

きるように整理して、大切に保

管してください。 

保全業務の内容・ 
保全体制の再確認 

（P.3 参照） 

点検の実施 
及び結果の記録 
（P.４参照） 

保全のための資料や
記録の確認と整備 

（P.５参照） 

 
様 式 集 

非常時への備えと対応のポイント 
大雨・台風、地震、火災、停電などの非常時の備え

と対応のポイントを一覧表で示しています。 

Ⅰ 目的と構成 






















































